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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第７期
第３四半期
累計期間

第８期
第３四半期
累計期間

第７期
第３四半期
会計期間

第８期
第３四半期
会計期間

第７期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

営業収益 (千円) 2,645,2133,336,937808,676997,7943,594,648

経常利益又は経常損失(△)(千円) △8,951 259,369 1,552 △9,705 81,896

四半期(当期)純利益又は四
半期純損失(△)

(千円) △9,345 124,777 1,524 4,484 39,063

持分法を適用した場合の投
資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,364,8751,364,8751,364,875

発行済株式総数 (株) ― ― 8,300,0008,300,0008,300,000

純資産額 (千円) ― ― 4,795,4354,844,4264,843,843

総資産額 (千円) ― ― 17,660,94321,405,64518,171,047

１株当たり純資産額 (円) ― ― 577.76 598.08 583.60

１株当たり四半期(当期)純
利益金額又は四半期純損失
金額(△)

(円) △1.13 15.16 0.18 0.55 4.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 3 ― ― 4

自己資本比率 (％) ― ― 27.2 22.6 26.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 178,1732,437,696 ― ― 508,651

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △264,711△184,022 ― ― △317,265

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △297,850△272,116 ― ― △332,317

現金及び現金同等物の四半
期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,592,4164,817,4302,835,873

従業員数 (名) ― ― 69 68 69

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれていません。

２　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載していません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第７期第３四半期累計期間は、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。第８期第３四半期累計期間（会計期間）、

第７期第３四半期会計期間および第７期は、潜在株式が存在しないため記載していません。

　

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

四半期報告書

 2/31



　

２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

　平成22年12月31日現在

従業員数(名) 68(6)

(注) １　従業員数には、他社から当社への出向者を含めています。

 ２　従業員数欄の(外書)は、派遣社員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員です。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業務の状況】

(1) 営業収益

営業収益の推移は、次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

前年同四半期
比（％）

営業収益 　 　 　

　・外国為替取引事業収益 　 　 　

　　　外国為替取引損益 794,720 987,734 +24.3

　　　その他のデリバティブ取引損益 ─ 317 ─

　　　その他(受取利息) 7,897 3,685 △53.3

　・外国為替取引関連サービス事業収益 　 　 　

　　　その他(システム貸与料等) 6,058 6,057 △0.0

合計 808,676 997,794 +23.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　
(2) 外国為替取引における通貨別取引高

通貨別取引高の推移は、次のとおりです。

区分
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

前年同四半期比(％)

米ドル/円(単位：万米ドル)
2,665,651 2,293,108 △14.0

(2,288,913)　 　

ユーロ/円(単位：万ユーロ)
1,043,303 2,113,893 +102.6

(876,246)　 　

ポンド/円(単位：万ポンド)
1,595,048 1,081,032 △32.2

(1,336,432)　 　

豪ドル/円(単位：万豪ドル)
419,252 1,043,092 +148.8

(294,726)　 　

NZドル/円(単位：万NZドル)
50,464 92,783 +83.9

(35,273)　 　

加ドル/円(単位：万加ドル)
26,305 48,340 +83.8

(17,590)　 　

スイスフラン/円(単位：万フラン)
8,873 38,158 +330.0

(6,640)　 　

シンガポールドル/円(単位：万SGドル)
1,135 4,018 +253.9

(794)　 　

香港ドル/円(単位：万香港ドル)
3,034 2,492 △17.8

(2,036)　 　

南アランド/円(単位：万ランド)
32,787 29,460 △10.1

(23,122)　 　

ユーロ/米ドル(単位：万ユーロ)
182,591 850,808 +366.0

(173,459)　 　

ポンド/米ドル(単位：万ポンド)
160,823 162,027 +0.7

(156,382)　 　

豪ドル/米ドル(単位：万豪ドル)
68,796 125,676 +82.7

(68,796)　 　

ユーロ/ポンド(単位：万ユーロ)
15,523 35,865 +131.0

(15,523)　 　

(注)　外国為替取引高には外国為替取引システムのASP提供先との取引を含み、銀行等カバー先との取引は含まれてい

ません。なお、前第３四半期会計期間における(内書)は、ASP提供先との取引を含まない実績です。
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(3) 自己資本規制比率

自己資本規制比率の推移は、次のとおりです。

(単位：千円)

区分
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

基本的項目　　　　　　　　　　　　　　　　　 (Ａ) 4,894,108 4,844,426

補完的項目　　　　　　　　　　　　　　　　　 (Ｂ) － －

　 その他有価証券評価差額金(評価益)等 　 － －

　 金融先物取引責任準備金等 　 － －

　 一般貸倒引当金 　 － －

　 長期劣後債務 　 － －

　 短期劣後債務 　 － －

控除資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (Ｃ) 1,615,965 1,418,031

固定化されていない自己資本の額
(Ａ)+(Ｂ)-(Ｃ)　  

(Ｄ) 3,278,142 3,426,395

リスク相当額　(Ｆ)+(Ｇ)+(Ｈ)　　　　　　 　 (Ｅ) 851,502 877,938

　 市場リスク相当額 (Ｆ) 3,395 2,958

　 取引先リスク相当額 (Ｇ) 9,027 9,841

　 基礎的リスク相当額 (Ｈ) 839,079 865,138

自己資本規制比率　(Ｄ)／(Ｅ)×100 　 384.9％ 390.2％

　

(4) 外国為替保証金取引における口座数および預り保証金残高

口座数および預り保証金残高の推移は、次のとおりです。

区分
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

当第２四半期会計期間末比
(％)

総口座数 96,355 101,910 +5.8

　(内稼動口座数) (29,651) (31,001) (+4.6)

預り保証金(千円) 13,559,792 13,262,732 △2.2

(注)　総口座数には、ASP先の口座数は含みません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間における本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものです。

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

四半期報告書

 5/31



(1) 経営成績の分析

　当第３四半期会計期間の日本経済は、円高傾向が続く厳しい経営環境に加え、エコカー補助金などに関

わる駆け込み需要の反動から個人消費や鉱工業生産の伸びにやや翳りが見られました。しかし、企業収益

の改善基調に伴う設備投資の先行き持ち直し期待や、新興国の堅調な景気動向、米国景気の回復期待の高

まりなどを背景に、日本経済が引き続き緩やかな回復傾向にあるとの見方に大きな変化はありませんで

した。

　

　外国為替市場においては、昨年９月中旬に日本政府・日銀によるドル買い円売り介入が約６年ぶりに実

施されたものの、10月になると更なる円売り介入に対する警戒感が徐々に薄れ始めたことに加え、米国に

おける追加金融緩和観測が台頭したことなどから、11月初めには80円台前半まで米ドル安・円高が進み

ました。その後、米国オバマ政権によるブッシュ減税の延長決定を契機とした米国金利の上昇を受けて、

12月初めには米ドル／円相場が一時84円台まで値を戻す場面もありましたが、欧州周辺国における債務

問題の深刻化に伴うユーロ売り圧力から、ユーロ／円相場では引き続き円高傾向が続きました。こうした

根強い円買い地合いを背景に米ドル／円相場も再び円高方向に押される展開となり、12月末にはクリス

マス・年末休暇による薄商いのなか、一時81円を割り込むレベルまで円高が進みました。

　外国為替保証金取引（FX）業界では、８月の「保証金規制」（いわゆる「レバレッジ50倍規制」）導入

に伴う取引高の減少に歯止めがかかりつつある状況のなか、平成23年度にも予定されている「保証金規

制」強化（レバレッジを25倍に引き下げ）を睨み各社が引き続き各種キャンペーンの実施やサービス拡

充を通してお客様の獲得競争を強めています。

　

　このような環境の下、当社は、今後外国為替保証金取引（FX）業界が「事業者の総合力が問われる時代

を迎える」との認識に基づき、前四半期までと同様に「総合力」の基盤を固めるべく様々な取り組みを

実施してきました。お客様の取引利便性向上のため、リッチクライアント版取引ツール

「PrimeNavigator」の機能強化をはじめとし、11月にはスマートフォンに対応したブラウザ版取引ツー

ルのサービス提供を開始しました。また、外国為替オプション取引『選べるHIGH・LOW』に新たな選択

コースを追加して取引機会の拡大を図るとともに、各種キャンペーンを継続的に実施し、お客様の期待に

応えるべく魅力ある商品・サービスの提供に努めました。

　こうした取り組みにより11月にはお客様口座数が10万口座を突破しましたが、更にお客様基盤を強固な

ものとするために、個人顧客基盤を保有する企業との提携を推進し、12月には富士通株式会社とお客様紹

介に関する業務提携を実施するに至りました。また、女性ブロガー限定FXセミナーを実施するなど、新た

なお客様層開拓に向けた取り組みも強化しました。

　

以上の結果、当第３四半期会計期間末の外国為替保証金取引の口座数は101,910口座（当第２四半期会

計期間末比5.8％増）となりましたが、外国為替保証金取引預り保証金は13,262百万円（当第２四半期会

計期間末比2.2％減）となりました。また、当第３四半期会計期間の外国為替取引高は792億通貨単位（前

年同期比26.3％増）と増加し、営業収益は997百万円（前年同期は808百万円）、営業損失は５百万円（同

３百万円の営業利益）、経常損失は９百万円（同１百万円の経常利益）、そして四半期純利益は４百万円

（同１百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末の総資産は、当第２四半期会計期間末比499百万円減の21,405百万円となりま

した。これは主に外国為替保証金取引評価勘定の増加63百万円の一方で、顧客区分管理信託の減少300百
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万円、売掛金の減少29百万円、現金及び預金の減少21百万円等により流動資産が362百万円減少したこと、

並びにソフトウエアの取得39百万円があったものの、減価償却による減少107百万円、敷金及び差入保証

金の減少58百万円等により固定資産が137百万円減少したことによるものです。

　負債は、当第２四半期会計期間末比449百万円減の16,561百万円となりました。これは主に外国為替取引

評価勘定の増加100百万円、外国為替取引未払金の増加37百万円の一方で、外国為替保証金取引預り保証

金の減少297百万円、外国為替取引預り担保金の減少173百万円、リース債務の減少53百万円、設備関係未

払金の減少26百万円、未払金の減少22百万円等によるものです。

　純資産は、当第２四半期会計期間末比49百万円減の4,844百万円となりました。これは四半期純利益４百

万円による増加の一方で、自己株式の取得29百万円、配当金の支払24百万円に伴う減少によるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、当第２四半期会計期間末に比べ21百万円減少

し4,817百万円(前第３四半期会計期間末の残高2,592百万円)となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とその増減要因は、次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益３百万円に加え

て、増加要因として顧客区分管理信託の減少300百万円、減価償却費107百万円、外国為替取引評価勘定

(流動負債)の増加100百万円、外国為替取引未払金の増加37百万円がある一方で、減少要因として外国為

替保証金取引預り保証金の減少297百万円、外国為替取引預り担保金の減少173百万円等により、84百万

円の増加(前第３四半期会計期間は137百万円の増加)となりました。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、敷金及び保証金の回収による収入58

百万円がある一方で、無形固定資産の取得による支出45百万円、有形固定資産の取得による支出11百万

円により、１百万円の増加(前第３四半期会計期間は63百万円の減少)となりました。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出53百万

円、自己株式の取得による支出31百万円、配当金の支払額23百万円により、108百万円の減少(前第３四半

期会計期間は、30百万円の減少)となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間における事業上及び財務上の対処すべき課題は、以下のとおりです。

　 ① 「保証金規制」の影響

昨年８月より金融庁による「保証金規制」が実施されましたが、更に本年８月には同規制が強化さ

れる予定であり、その当社の業績に与える影響度合いは現状不明ですが、今後、お客様基盤の更なる拡

充や新たな商品・サービスの提供等により、株主の皆様はじめすべてのステークホルダの方々へ安定

的に利益を還元できるよう、更なる経営基盤の強化を図る必要があると考えています。

　 ② 取引所FXへの参入について

前四半期会計期間で参入方針を決定した取引所FXは、引き続き、取引所における取引資格および清算

資格の取得手続きや、その参入要件である第二種金融商品取引業の登録申請等、今年度内のサービス開

始を目指して準備を進めています。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社が取り扱う外国為替保証金取引は、一般的には、外国為替相場の変動率が高ければ高いほど、お客様

の取引量が増加する傾向にあり、当社収益も増加する傾向にあります。逆に変動率が低い場合は、お客様

の取引量が減少する傾向にあり、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。

　昨年８月より実施された「保証金規制」の当社業績に与えた影響については、業界全体との比較におい

ても現状限定的なものに止まっていると判断していますが、本年８月にも「保証金規制」の更なる強化

が予定されており、既存のお客様が今後一時的に取引に慎重になるなどの可能性を踏まえて、法人や大口

取引の新たなお客様層の獲得を目指して、法人口座の開設、マーケットダイレクト型ＦＸ等の導入を進め

ていきます。

　
(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてい

ます。

　外国為替保証金取引（FX）業界は、金融庁による「保証金規制」が本年８月から再度強化される為、取

引減少など事業環境が更に厳しくなることも予想されます。その反面、規制強化により経営基盤の脆弱な

事業者の淘汰が本格的に進むことやハイリスク・イメージの払拭などにより、FX業界の健全化が加速す

ることも見込まれます。加えて、昨年末には平成23年度税制改正大綱が決定し、店頭FXと取引所FXで異な

る税制が統一され、税負担の公平化が図られることや最近の個人投資家による外貨資産への投資意欲の

高まりによって、FXの市場規模は中期的にはまだまだ拡大すると考えています。

当社は競争力のあるスプレッド、厳格なリスク管理手法、強靭な取引システム、新サービス・新商品等

の提供などに加え、経営の透明性・健全性を一層高めることによってお客様の信頼を獲得し、更なるお客

様基盤拡充に取り組み、昨年11月にはお客様口座数が10万口座を突破しました。特に、強靭で安定した取

引システムの維持・向上は事業の根幹に関わる問題と認識し、システム障害や異常レート配信の防止に

細心の注意を払い、お客様により一層信頼される取引システムの提供および運用に取り組んでいきます。

今後は、規制強化や税制一本化により、他事業者や取引所と商品性の差異がつきにくくなりますが、

「総合力」の更なる強化に加え、いかに独自の商品サービスを提供し、幅広いお客様層の一段の獲得や取

り扱い商品の多様化などが緊急の課題であると認識しています。規制強化後の業界を展望し、様々な提携
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・連携等を模索しながら、FX取引や証券・商品など他の金融関連取引を資産運用の一環として総合的に

提供する事業を目指す方針です。

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

四半期報告書

 9/31



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間に以下の設備を取得しました。

事業所名　　　　　　　
(所在地)

事業区分 設備の内容

帳簿価額
(千円) 取得年月 　

ソフトウエア 　

本　社
(東京都渋谷区)

外国為替取引事業
外国為替取引システム用
ソフトウエア

23,134平成22年11月
　

全社
社内システム用ソフトウ
エア

13,983平成22年12月
　

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　
(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の計画は以下のとおりです。また、当第

３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却の計画はありません。

事業所名
(所在地)

事業区分 設備の内容
投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月総額

(千円)
既支払額
(千円)

本社
(東京都
  渋谷区)

外国為替
取引事業

外国為替取引シス
テム機器増強

2,499 － 自己資金 平成23年１月平成23年３月

外国為替取引専用
ツール開発

10,000 － 自己資金 平成23年１月平成23年３月

情報系システム開
発・増強

35,000 －
自己資金及び
ファイナンス・
リース取引

平成23年１月平成23年３月

外国為替取引シス
テム開発

62,864 － 自己資金 平成22年12月平成23年３月

外国為替取
引関連サー
ビス事業

外国為替取引関連
事業システム開発

75,900 －
自己資金及び
ファイナンス・
リース取引

平成23年１月平成23年３月

全　社 社内システム増強 23,345 －
ファイナンス・
リース取引

平成22年12月平成23年３月

合　計 209,608 －
　

　 　

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,300,000 8,300,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株です。

計 8,300,000 8,300,000 ― ―

  （注）大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場およびＮＥＯ市場と

ともに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券

取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）です。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ─ 8,300,000 ─ 1,364,875 ─ 1,164,875

　
(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

四半期報告書

11/31



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしています。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 109,900

─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,189,500 81,895 ─

単元未満株式 普通株式 600 ─ ─

発行済株式総数 　 8,300,000 ─ ―

総株主の議決権 ― 81,895 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株を含んでいます。

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）
ＦＸプライム株式会社

東京都渋谷区渋谷１-７-７ 109,900─ 109,900 1.32

計 ─ 109,900─ 109,900 1.32

　（注） １　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点以下２位未満を切り捨てて表示しています。

　　２　当第３四半期会計期間末現在の当社保有の自己株式数は、200,000株（単元未満株式数90株を除く）です。

        

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 392 361 354 334 343 352 336 340 348

最低(円) 358 295 314 305 308 323 318 316 319

（注）最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平

成22年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しています。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受け

ています。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって、有限責任 あずさ監査

法人となりました。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表は作成していません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,817,430 2,835,873

顧客区分管理信託 ※1
 12,886,725

※1
 11,668,253

売掛金 735 1,235

前払費用 39,739 54,987

繰延税金資産 27,614 91,661

外国為替保証金取引未収入金 ※1
 621

※1
 770

外国為替取引未収入金 105,703 114,649

外国為替保証金取引評価勘定 ※1
 2,011,818

※1
 910,732

外国為替取引評価勘定 － 88,578

外国為替取引差入担保金 100,080 603,110

その他のデリバティブ資産 － 299

未収入金 12,942 557,930

その他 23,941 20,855

流動資産合計 20,027,353 16,948,939

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 49,921 46,472

工具、器具及び備品（純額） 3,972 4,583

リース資産（純額） 495,146 342,870

有形固定資産合計 ※2
 549,039

※2
 393,926

無形固定資産

意匠権 1,245 1,481

ソフトウエア 704,119 605,087

ソフトウエア仮勘定 － 35,070

その他 717 369

無形固定資産合計 706,082 642,008

投資その他の資産

長期前払費用 2,655 2,210

繰延税金資産 22,969 26,633

敷金及び保証金 97,544 157,330

投資その他の資産合計 123,168 186,173

固定資産合計 1,378,291 1,222,108

資産合計 21,405,645 18,171,047
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(単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

外国為替保証金取引未払金 ※1
 292,740

※1
 227,442

外国為替取引未払金 252,644 41,016

未払金 182,508 236,820

未払費用 20,761 2,457

リース債務 213,346 144,771

未払法人税等 40,773 －

外国為替保証金取引預り保証金 ※1
 13,262,732

※1
 11,512,872

外国為替取引預り担保金 1,813,996 872,292

その他のデリバティブ負債 － 299

預り金 10,235 5,124

賞与引当金 14,794 19,834

外国為替取引評価勘定 108,725 －

設備関係未払金 13,370 38,136

その他 472 －

流動負債合計 16,227,101 13,101,068

固定負債

リース債務 318,467 226,135

資産除去債務 15,650 －

固定負債合計 334,117 226,135

負債合計 16,561,218 13,327,204

純資産の部

株主資本

資本金 1,364,875 1,364,875

資本剰余金

資本準備金 1,164,875 1,164,875

資本剰余金合計 1,164,875 1,164,875

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,381,100 2,314,093

利益剰余金合計 2,381,100 2,314,093

自己株式 △66,424 －

株主資本合計 4,844,426 4,843,843

純資産合計 4,844,426 4,843,843

負債純資産合計 21,405,645 18,171,047
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業収益

外国為替取引損益 2,610,490 3,221,032

手数料収入 7 51,308

その他のデリバティブ取引損益 － 1,330

その他 34,715 63,266

営業収益合計 2,645,213 3,336,937

営業費用

販売費及び一般管理費

役員報酬 66,940 70,820

役員賞与 6,015 －

給料手当及び福利費 354,496 367,039

賞与引当金繰入額 9,885 14,794

退職給付費用 21,132 22,184

広告宣伝費 486,746 347,884

調査費 52,496 51,108

システム経費 911,171 779,204

支払手数料 126,828 764,157

業務委託費 111,562 103,881

租税公課 104,608 105,763

減価償却費 211,753 304,138

賃借料 123,915 96,081

その他 60,492 55,929

販売費及び一般管理費合計 2,648,043 3,082,987

営業利益又は営業損失（△） △2,830 253,950

営業外収益

受取利息 1 620

還付加算金 － 14,559

その他 8 23

営業外収益合計 9 15,203

営業外費用

支払利息 6,131 8,243

自己株式取得費用 － 1,540

営業外費用合計 6,131 9,784

経常利益又は経常損失（△） △8,951 259,369

特別損失

固定資産除却損 － 13,025

リース解約損 － 1,557

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,237

その他 － 2,353

特別損失合計 － 30,172

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △8,951 229,196

法人税、住民税及び事業税 2,075 36,708

法人税等調整額 △1,682 67,711

法人税等合計 393 104,419

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,345 124,777
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

営業収益

外国為替取引損益 794,720 987,734

その他のデリバティブ取引損益 － 317

その他 13,956 9,742

営業収益合計 808,676 997,794

営業費用

販売費及び一般管理費

役員報酬 23,790 23,640

給料手当及び福利費 112,305 110,281

賞与引当金繰入額 8,799 14,794

退職給付費用 7,135 7,395

広告宣伝費 105,865 132,910

調査費 18,616 16,698

システム経費 294,621 243,532

支払手数料 41,812 245,530

業務委託費 31,393 33,917

租税公課 31,561 25,416

減価償却費 75,599 107,934

賃借料 37,246 21,705

その他 16,455 19,804

販売費及び一般管理費合計 805,202 1,003,560

営業利益又は営業損失（△） 3,474 △5,765

営業外収益

受取利息 0 348

その他 3 4

営業外収益合計 4 353

営業外費用

支払利息 1,926 2,807

自己株式取得費用 － 1,485

営業外費用合計 1,926 4,293

経常利益又は経常損失（△） 1,552 △9,705

特別利益

役員賞与引当金戻入額 － 13,080

特別利益合計 － 13,080

税引前四半期純利益 1,552 3,374

法人税、住民税及び事業税 572 △13,192

法人税等調整額 △545 12,083

法人税等合計 27 △1,109

四半期純利益 1,524 4,484
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△8,951 229,196

減価償却費 211,753 304,138

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,237

賞与引当金の増減額（△は減少） △85,023 △5,040

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,175 －

固定資産除却損 － 13,025

リース解約損 － 1,557

受取利息 △1 △620

支払利息 6,131 8,243

保証金分別信託の増減額(△は増加) 10,425,865 －

顧客区分管理信託の増減額(△は増加) △11,518,253 △1,218,472

売掛金の増減額(△は増加) 3,053 500

前払費用の増減額（△は増加） 63,231 15,247

外国為替保証金取引未収入金の増減額(△は増加) 111 149

外国為替取引未収入金の増減額(△は増加) △218,294 8,945

外国為替保証金取引評価勘定(流動資産)の増減額
(△は増加)

274,722 △1,101,086

外国為替取引評価勘定(流動資産)の増減額(△は
増加)

7,838 88,578

外国為替取引差入担保金の増減額（△は増加） △391 503,030

その他のデリバティブ資産の増減額（△は増
加）

－ 299

長期前払費用の増減額（△は増加） 802 △445

外国為替保証金取引未払金の増減額(△は減少) 23,646 65,297

外国為替取引未払金の増減額(△は減少) 109,595 211,627

未払金の増減額（△は減少） △82,532 △53,308

未払費用の増減額（△は減少） 9,090 18,304

外国為替保証金取引預り保証金の増減額(△は減
少)

1,777,012 1,749,859

外国為替取引預り担保金の増減額(△は減少) 414,249 941,703

その他のデリバティブ負債の増減額（△は減
少）

－ △299

預り金の増減額（△は減少） 6,099 5,110

外国為替取引評価勘定(流動負債)の増減額(△は
減少)

－ 108,725

その他 17,533 △5,005

小計 1,423,113 1,902,501

利息及び配当金の受取額 1 383

利息の支払額 △6,128 △8,243

リース解約損の支払額 － △1,557

法人税等の支払額 △1,238,812 △4,546

法人税等の還付額 － 549,158

営業活動によるキャッシュ・フロー 178,173 2,437,696
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △11,323

無形固定資産の取得による支出 △276,169 △224,235

敷金及び保証金の差入による支出 △1,000 －

敷金及び保証金の回収による収入 12,458 59,786

資産除去債務の履行による支出 － △8,250

投資活動によるキャッシュ・フロー △264,711 △184,022

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △91,742 △147,426

自己株式の取得による支出 － △67,965

配当金の支払額 △206,107 △56,724

財務活動によるキャッシュ・フロー △297,850 △272,116

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △384,388 1,981,557

現金及び現金同等物の期首残高 2,976,805 2,835,873

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,592,416

※１
 4,817,430
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　
　
【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)

および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)

を適用しています。

これにより、当第３四半期累計期間の営業利益および経常利益が2,215千円、税引前四半期純利益が15,452

千円、それぞれ減少しています。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期会計期間(自　

平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　
【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　
　
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　顧客区分管理信託

　お客様からの「外国為替保証金取引預り保証金」

は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、信託銀行との契約

により「顧客区分管理信託」として信託保全して

います。

　なお、信託の保全額は、お客様からの「預り保証

金」に日々発生するスワップポイント（金利相当

額）の受払い額、お客様のポジション持ち値を日々

時価評価した差額および取引手数料の未収額を加

減した純資産額をもって、取引日の２営業日後に信

託に繰入れることとしています。

　したがって、期末日現在の「顧客区分管理信託残

高」は２営業日前の「差引純資産額」に対応する

ものです。また、期末日現在の「差引純資産額」を

信託に繰入れるのは２営業日後となります。そのた

め、信託への繰入れまでに当社に不測の事態が発生

しても、お客様からの預り保証金ができる限り保全

されるよう、過去の経験値から当社の余裕資金の一

部を加算して「顧客区分管理信託」を行なってい

ます。

 

※１　顧客区分管理信託

　お客様からの「外国為替保証金取引預り保証金」

は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、信託銀行との契約

により「顧客区分管理信託」として信託保全して

います。

　なお、信託の保全額は、お客様からの「預り保証

金」に日々発生するスワップポイント（金利相当

額）の受払い額、お客様のポジション持ち値を日々

時価評価した差額および取引手数料の未収額を加

減した純資産額をもって、取引日の３営業日後に信

託に繰入れることとしています。

　したがって、期末日現在の「顧客区分管理信託残

高」は３営業日前の「差引純資産額」に対応する

ものです。また、期末日現在の「差引純資産額」を

信託に繰入れるのは３営業日後となります。そのた

め、信託への繰入れまでに当社に不測の事態が発生

しても、お客様からの預り保証金ができる限り保全

されるよう、過去の経験値から当社の余裕資金の一

部を加算して「顧客区分管理信託」を行なってい

ます。

 

外国為替保証金取引預り保証金 13,262,732千円

外国為替保証金取引未払金

(スワップポイント)
292,740千円

外国為替保証金取引評価勘定

(流動資産)
△2,011,818千円

外国為替保証金取引未収入金

(取引手数料)
△621千円

差引純資産額(期末日現在) 11,543,032千円

顧客区分管理信託残高(同上) 12,886,725千円

<参考>

差引純資産額(平成22年12月29日現在)

11,516,317千円

顧客区分管理信託残高(平成23年１月５日現在)

12,886,725千円

外国為替保証金取引預り保証金 11,512,872千円

外国為替保証金取引未払金

(スワップポイント)
227,442千円

外国為替保証金取引評価勘定

(流動資産)
△910,732千円

外国為替保証金取引未収入金

(取引手数料)
△770千円

差引純資産額(期末日現在) 10,828,811千円

顧客区分管理信託残高(同上) 11,668,253千円

<参考>

差引純資産額(平成22年３月26日現在)

10,659,743千円

顧客区分管理信託残高(平成22年４月５日現在)

11,986,725千円

　 　
 

──────────

 
 

　(追加情報)

前事業年度末において、流動資産の「保証金分別信

託」として表示していたお客様からの預り保証金の

金銭信託額は、平成21年８月に施行された「金融商品

取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府

令」に合わせて、当事業年度より「顧客区分管理信

託」と表示しています。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 331,490千円

　
※２　有形固定資産の減価償却累計額 188,369千円
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　
当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　
第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　
当第３四半期会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残

高と当第３四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 2,592,416千円

現金及び現金同等物 2,592,416千円

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残

高と当第３四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 4,817,430千円

現金及び現金同等物 4,817,430千円

　
(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式（株） 8,300,000

　
２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式（株） 200,090

　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

　(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 33,200 4
平成22年
３月31日

平成22年
６月24日

利益剰余金

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 24,570 3
平成22年
９月30日

平成22年
12月７日

利益剰余金

　
　(2)　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年８月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を200,000株取得しました。こ

の結果、当第３四半期会計期間末における自己株式数は200,090株、自己株式残高は66,424千円と

なっています。

　

(金融商品関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日) 

事業の運営において、重要なもの、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは次

のとおりです。

科目
四半期貸借対照表

計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

時価の
算定方法

現金及び預金 4,817,430 4,817,430 ─ （注１）

外国為替取引未払金 252,644 252,644 ─ （注２）

外国為替取引預り担保金 1,813,996 1,813,996 ─ （注２）

デリバティブ取引 　 　 　 （注３）

ヘッジ会計が適用されていない
もの

　 　 　 　

外国為替取引 1,903,093 1,903,093 ─ 　

（※）　デリバティブ取引は、債権・債務を相殺して表示しています。
　

（注）１　現金及び預金の時価の算定方法

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。

２　外国為替取引未払金、外国為替取引預り担保金の時価の算定方法

外国為替取引未払金、外国為替取引預り担保金は全て短期債務であるため、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額によっています。

３　デリバティブ取引に関する事項

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 デリバティブ取引の種類
契約額等
(千円)

契約額等のう
ち１年超

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引
以外の取引

外国為替取引 　 　 　 　

外国為替保証金取引および外国
為替保証金取引会社との取引

　 　 　 　

売建 77,024,112 ─ 1,995,2391,995,239

買建 13,131,733 ─ 16,579 16,579

カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

売建 1,714,161 ─ △13,227△13,227

買建 62,682,716 ─ △95,497△95,497

合計 ― ─ 1,903,0931,903,093

（注）時価の算定方法

外国為替取引

　外貨契約額を当第３四半期会計期間末の直物為替相場で評価した金額から、円貨契約額を差し引いた金

額により算定しています。

　

(持分法損益等)

１．関連会社に関する事項

　当社は、関連会社を有していません。

　

２．開示対象特別目的会社に関する事項

　当社は、開示対象特別目的会社を有していません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年12月31日)

資産除去債務については、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

変動の内容および当第３四半期累計期間における総額の増減は次のとおりです。

前事業年度末残高（注） 23,788千円

資産除去債務の履行による減少額 △8,250千円

その他増減額（△は減少） 111千円

当第３四半期会計期間末残高 15,650千円
　

(注)  第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平

成20年３月31日)および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日)を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代

えて、第１四半期会計期間の期首における残高を記載しています。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

（追加情報）

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しています。

　

当第３四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期会計期間(自　

平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

　当社は単一セグメントであるため、セグメント情報については記載していません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 598.08円
　

　 　

　 583.60円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎
　

項目
当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,844,426 4,843,843

普通株式に係る純資産額(千円) 4,844,426 4,843,843

普通株式の発行済株式数(株) 8,300,000 8,300,000

普通株式の自己株式数(株) 200,090 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

8,099,910 8,300,000
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２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期累計期間
　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 1.13円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円
　

１株当たり四半期純利益金額 15.16円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期累計期間においては１

株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。当第３四半期

累計期間においては潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△) (千円)

△9,345 124,777

普通株式に係る四半期純利益又は四
半期純損失(△) (千円)

△9,345 124,777

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 8,300,000 8,231,502

普通株式増加数(株) ─ ─

　
第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 0.18円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円
　

１株当たり四半期純利益金額 0.55円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

いません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益
(千円)

1,524 4,484

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,524 4,484

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 8,300,000 8,121,723

普通株式増加数(株) ─ ─
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っており、かつ、当四

半期会計期間末におけるリース取引残高は、契約内容の一部変更に伴い、前事業年度末に比べ

て著しい変動（減少）が認められます。

 

　上記の契約内容の一部変更に伴い減少したリース取引に係る前事業年度末における未経過

リース料残高相当額は以下のとおりです。

 

　　１年以内　　   78,767千円

　　１年超　　      6,651千円　

    合計　　　     85,419千円
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２ 【その他】

第８期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年10月28日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議しました。

①　配当金の総額 24,570千円

②　１株当たりの金額 ３円00銭

③　支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成22年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

ＦＸプライム株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    野　島　　浩一郎     印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　元　　太　志     印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＸ

プライム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第７期事業年度の第３四半期会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＸプライム株式会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月８日

ＦＸプライム株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    野　島　　浩一郎     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　元　　太　志     印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＸ

プライム株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第８期事業年度の第３四半期会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＸプライム株式会社の平成22年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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